
令和元年度 亀山市地球温暖化防止対策実行計画【区域施策編】実績報告

１、二酸化炭素排出抑制

管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

1

環境家計簿など地球温暖化の取り組み
に付加価値を付与し、家庭における地
球温暖化防止活動をより積極的に促進
します。

環境課 環境創造Ｇ

環境活動ポイント制度（ＡＫＰ）を実施し、温室
効果ガスの削減ができた。
新規参加世帯　１５３世帯
継続参加世帯　１６４世帯　計３１７世帯
CO2削減量17.763t-CO2
エコカー導入１０車
太陽光発電施設（10kW未満）３件

環境活動ポイント制度（ＡＫ
Ｐ）は、一定の成果が得られた
ことから、平成３１年度で終了
した。今後の地球温暖化防止対
策を検討が必要である。

広報や市ホームページ等に省エネ
ルギー行動に関する情報を掲載す
るとともに、各種イベント等にお
いて周知・啓発を行う。

2
市民活動応援事業により、地球温暖化
防止に取り組む市民活動団体を支援
し、市域の省エネ行動を促進します。

まちづくり協
働課

市民協働Ｇ

市民活動応援制度では、地球温暖化防止を活動の
目的としている登録団体はなかったが、環境活動
を行っている登録団体は4団体あり、自然環境悪
化防止の必要性を学んだり、環境保全に関する教
育活動を行っている。

地球温暖化防止に取り組む市民
活動団体の把握が困難である。

地球温暖化防止に取り組む市民活
動団体に限らず、市民活動団体に
対して、応援交付金や補助金など
の財政的な支援、協働事業、相談
等の支援を引続き行っていく。

3

市内産農産物の消費を活性化し、活気
ある農業の推進をとおして、輸送エネ
ルギーの少ない地産地消を促進しま
す。

産業振興課 農業Ｇ

地産地消活動を行っている市内の生産者団体に対
し、市内で開催されるイベント等への出店を要請
し、地産地消の推進を行った。
　市内開催イベント出店回数　6回

今後も市内で開催されるイベン
ト等での地産地消の推進を図る
必要がある。

引き続き、地産地消活動を行って
いる市内の生産者団体に対し、市
内で開催されるイベント等への出
店を要請する。

4
省エネ行動促進の支援
を行います。

環境家計簿を作成し、広く市民に周
知・配布等を行い、家庭で省エネ行動
を取り組みやすくするように支援しま
す。

環境課 環境創造Ｇ

環境活動ポイント制度（ＡＫＰ）で環境家計簿の
替わりとなるエコライフチェックシートを作成
し、市ＨＰでダウンロードできるようにした。

環境家計簿（エコライフチェッ
ク）をつける習慣がない市民が
多い。

家庭で省エネ行動に取り組んでも
らえるよう環境家計簿以外の手法
を模索する。

5
市民参加の取り組みを
企画し実施します。

市イベント等で、参加型子ども向けク
イズ大会等を開催し、子ども・その保
護者等に対して地球温暖化防止の意識
を向上させます。

環境課 環境創造Ｇ

環境創造Ｇ主催のイベントにて地球温暖化防止に
関するお話やクイズ、啓発ブース等と設置し、環
境学習の場を提供した。
○里山公園春のイベント（市主催）
　　地球温暖化クイズ　　１４５人参加
〇地球温暖化防止活動講座（出前トーク）
　　７６人
○街道まつり（市主催）
　　エコバック作り　　１００人参加
○みえ環境フェア２０１９（三重県主催）
　　来場者：約５、０００人

市民団体の役員が替わり、これ
まで開催されてきた「鈴鹿川環
境展」が、今後行われない見込
みとなった。イベントの中止に
伴い、地球温暖化防止について
学ぶ機会が減少してしまう。

イベントの中止に左右されない
ホームページなどでの学習のツー
ルを充実させる。

6

市民の省エネ行動
の実施率を上げて
CO2を削減しま
す。

省エネ行動取り組みの
情報提供をします。

地球温暖化防止の取り組み優良事例を
広報・ＨＰ・市各種イベントで紹介し
ていきます。

環境課 環境創造Ｇ

ホームページでの地球温暖化防止に関する情報発
信はもちろん、行政番組（ＺＴＶ）や春の里山ま
つりにて、地球温暖化に関するクイズを実施し、
地球温暖化防止の取り組み事例を周知・啓発し
た。

市民に省エネ行動の必要性は理
解してもらえるが、なかなか実
行してもらえない。

広報や市ホームページ等に省エネ
ルギー行動に関する情報を継続的
に掲載するとともに、各種イベン
ト等において周知・啓発を行う。

省エネ行動定着の仕組
をつくります。

市民の省エネ行動
の実施率を上げて
CO2を削減しま
す。

色つきのセルは最重点実施項目
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管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

7
リフューズ（Refuse）
でごみを減量します。

買い物袋持参運動の普及・促進に努め
ます。

環境課 廃棄物対策Ｇ

H20.9から鈴鹿市との広域連携によりレジ袋削減
運動に取り組んでおり、R1年度のレジ袋辞退率は
おおむね90％を達成した。

H20.9の取組開始からレジ袋辞退
率はおおむね90％と高水準を維持
しており、特に課題はない。

R2.7に全国一律でレジ袋有料化制
度が開始されることから、レジ袋削
減（有料化）・マイバッグ推進会議は
解散する予定である。今後はスー
パー等の取組を推進するよう努め
る。

8 環境課 廃棄物対策Ｇ

「かめまる」が主催するイベント等で、水切り啓
発グッズと併せてエコクッキングのレシピを約
1,500部配布した。

直接配布のため、来場者にしか
知ってもらうことができない。

食品ロスに関するページを市HPに
作成する等し、エコレシピや啓発
資材等が活用しやすくなる環境を
整える。

8 長寿健康課 健康づくりＧ

ファミリークッキング実施日：８月２日
ファミリークッキング参加者：大人１３人、子ど
も１４人
エコクッキング実施率：大人１００％、子ども６
４.２％

大人のエコクッキング実施率に
比べて子どもの実施率が低いた
め、実施率の向上を図る必要が
ある。

教室終了後も親子で活動を続けら
れるように、子どもがお手伝いと
して実施できるようなエコに関す
る取り組み方法を教室で取り上げ
ていく。

9
グリーン購入の普及・促進に努めま
す。

環境課
財務課

環境創造Ｇ
契約管財Ｇ

オフィス活動の目的・目標及び実施計画・評価表
により職員にグリーン購入の周知を図るととも
に、購入の促進を図った。
単価契約の品目の見直し時においても、グリーン
購入の対象となる製品を検討した上で選定した。

グリーン購入の対象となる製品
の「基準が明確でない」「専門
的で難しい」「ラベルが多様す
ぎる」等、グリーン購入関連商
品であることの判断がしづら
い。

環境ラベリング制度（エコマーク
等）や環境負荷データ表示ラベ
ル、納入事業者のアドバイス、納
入業者が配布している製品カタロ
グなどを参考に、適切に判断し、
周知していく。

10
不用品再利用の仕組みづくりを検討し
ます。

環境課 廃棄物対策Ｇ

街道まつり等において、環境センターで集めた不用品
のリユースマーケットを行い、収益金は、日本赤十字
社を通じて災害義援金へ寄付した。

不用品再利用を協働できる市民団
体等が無く、有効な仕組みづくりが
構築できなかった。

他の手法も視野に入れ、当市に適し
た仕組みづくりを検討する必要があ
る。

11
資源分別品目の拡大により、リサイク
ル率の向上を図ります。

環境課 廃棄物対策Ｇ

刈り草コンポスト化センターの運営を民間事業者
に移譲したことで、リサイクル率はH30年度の
33.0％からR1年度は30.8％と減少した。

左記に加え、紙類のリサイクル量
が著しく減少していることが要因と
なり、全体の資源化率は低下して
いる。

令和3年度に本格実施を予定してい
る雑がみ等の分別収集のPRに努
め、リサイクル率の向上を図る。

12
資源回収対象品目を追加し、市民団体
等による回収活動を推進します。

環境課 廃棄物対策Ｇ

46団体の活動により集団回収量は429トンとなり、実
績に応じて報奨金を交付した。

団体数の横ばいや紙類の回収量
が著しく減少したことが要因とな
り、前年度476ｔよりも回収量は減
少した。

定期的な制度の見直しや、資源物
の引取価格に著しい変動があった
場合は報奨金の額等を見直すこと
で、実施団体の取組み意欲を高め
る。

13
刈り草をコンポスト化（堆肥化）し、
再利用を図ります。

環境課 廃棄物対策Ｇ

Ｈ31.4に刈り草コンポスト化センターの運営を民
間事業者へ移譲した。市直営時は他市町で発生し
た刈り草は受け入れることが出来なく平均972t/
年の搬入しかなかったが、移譲後は2,821t/年ま
で増加した。コンポスト配布量も市直営時の平均
376t/年に対し、移譲後は1,216t/年となり、より
一層地域農業へ堆肥の提供が可能となった。

運営移譲時に民間事業者はコン
ポストを活用した農や食に関す
る活動を提案していたが、実施
までには至らなかった。

スケールメリットを活かした運営
により堆肥の提供が継続するよう
に、市は民間事業者との連絡・調
整に努める。

14
家庭から発生する生ごみの減量につい
て取り組むとともに、水切りの重要性
を啓発します。

環境課 廃棄物対策Ｇ

生ごみ処理容器購入に対し補助金を交付した（16
件）。また、補助金を活用し購入された市民のコメント
を市広報に掲載した。
「かめまる」が主催するイベント等で、水切り啓発グッ
ズを配布した。

購入費補助はごみ減量化に一定
の効果があると考えられるが、そ
の費用対効果は検証が困難であ
る。

補助金を活用し購入された市民のコ
メントを市広報やＨＰに掲載する等に
より、未利用者へ減量効果や補助金
制度をPRする。

15
省資源活動の支援・情
報提供を行います。

４R普及促進とごみ減量に関する啓発、
意識向上に取り組みます。（リサイク
ル・ごみ減量促進）

環境課 廃棄物対策Ｇ

市内小学4年生の施設見学を受け入れ、ごみ減量とリ
サイクルを啓発した。
市民団体「かめまる」やごみダイエットサポーターと食
品ロス削減のための啓発活動を行った。

1人1日当たりの排出量は、H30年
度の999gからR1年度は943gと減
少した（内訳を見ると、家庭系ごみ
は増加し、事業系ごみは減少）。し
かし、一般廃棄物処理基本計画の
数値目標達成には至らなかった。

食品ロス削減等の啓発活動に加え、
雑がみ等の分別収集開始を契機と
して、ごみ減量を促進する。

リサイクル
（Recycle）でごみを
減量します。

リユース（Reuse）で
ごみを減量します。

リデュース(Reduce）
でごみを減量します。

ごみ減量のためエコクッキングを実施
します。

市民の省資源活動
（４R活動）でご
みを減量しCO2を
削減します。
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管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

16

ISO・M-EMSの取得について支援しま
す。
運輸部門（トラック・バス・タク
シー）におけるグリーン経営認証取得
について支援します。

環境課 環境創造Ｇ

県主催のＭ－ＥＭＳ普及講座・構築講座の実施を
市内の事業所に紹介し、地球温暖化対策に関する
情報提供を行った。
認証取得件数：0件

※市補助事業については、平成27年度で終了

市の環境管理システム認証取得
支援事業補助金が平成２７年度
で終了したことにより、新たな
認証支援や周知等による事業所
の環境活動の推進を図る必要が
ある。

市において省エネや環境関連企画
による講座を開催するなどによ
り、環境負荷の少ない事業活動へ
の推進を図っていく。

17
県主催のＭ－ＥＭＳ普及講座・構築講
座等を紹介し、認証取得に向けた足が
がかりの場を創出します。

環境課 環境創造Ｇ

【再掲】
県主催のＭ－ＥＭＳ普及講座・構築講座の実施を
市内の事業所に紹介し、地球温暖化対策に関する
情報提供を行った。
認証取得件数：0件

※市補助事業については、平成27年度で終了

【再掲】
市の環境管理システム認証取得
支援事業補助金が平成２７年度
で終了したことにより、新たな
認証支援や周知等による事業所
の環境活動の推進を図る必要が
ある。

県やＭ－ＥＭＳ認証機構と連携
し、構築講座等への参加促進や情
報提供等に努め、環境負荷の少な
い事業活動への推進を図ってい
く。

18
事業所に対して、省エネ・省資源の取
り組みの説明会を開催、ＨＰなどの情
報媒体を通じて情報提供を行います。

環境課 環境創造Ｇ

市ホームページで「市内事業所のみなさまへ（環
境関係のお知らせ）」を設け、随時更新を行い各
種情報を提供した。

事業者の省エネ活動を促進でき
るよう、情報をこまめに提供す
る必要がある。

事業者がより的確な情報を得られ
るようホームページの更新を随時
行いたい。

19

環境負荷の少ない社会を形成するた
め、市が事業者の模範となる取り組み
を率先して実施し、情報発信を行いま
す。

財務課 契約管財Ｇ

亀山市役所地球温暖化防止対策実行計画（第2
期）に基づき取組を実施し、計画に掲げる温室効
果ガスの削減に取り組んだ（実績については現在
集計中）。

目標に向けて「全員で取組む」
という意識付けを再度行う必要
がある。

亀山市役所地球温暖化防止対策実
行計画（第2期）における取組を
職員全員で実施することにより、
目標を達成する。
また、計画の改訂に伴い、再度、
取組への意識向上が図れるように
する。

20
JRの利用を促進しま
す。

ＪＲに対して、利便性・利用率が向上
するように働きかけます。

産業振興課
商工業・地域
交通Ｇ

ＪＲ沿線自治体で組織する期成同盟会を通じ、Ｊ
Ｒ当局に対し、増便や乗継時間の短縮などの利便
性向上に向けた要望活動を行った。一方、啓発
グッズの配布など沿線自治体と連携して利用促進
を呼びかけた。

利便性の向上に向けたＪＲ側の
取組にあたっては、輸送量の増
加が重視されるため、利用促進
と併せた中での要望活動が必要
である。

今後も沿線自治体と連携し、地域
での利用促進の取組も交えなが
ら、粘り強くＪＲ当局に対し利便
性向上の働きかけを行っていく。

21
バスの効率的・効果的
な運行を行います。

自主運行バス等の効率的・効果的な形
態での運行を行います。

産業振興課
商工業・地域
交通Ｇ

地域公共交通計画に基づき市内の公共交通を補完
する新たな交通手段として平成30年度から運行を
開始した乗合タクシーについて、利便性を向上さ
せるため制度の一部見直しを行うとともに体験的
な乗車機会を設けるため登録者全員に無料体験乗
車券を配布するなど利用促進策を実施した。
地域公共交通会議を開催し、市内バス路線の再編
又は利用促進策について協議した。

幹線的バスは、当市の公共交通
の骨格を形成する路線として継
続・維持しながら、地域生活バ
スは、幹線的バスを補完し、各
地域から都市拠点及び鉄道駅、
医療・福祉拠点へのアクセス路
線として機能する地域の生活軸
となる路線として、基本的に現
状の路線及びサービス水準を維
持する必要がある。
また、市内公共交通利用者数が
減少傾向にあるため、地域や関
係機関と連携し、積極的に利用
促進啓発活動を行い、公共交通
利用者全体の拡大につなげる必
要がある。

幹線的バス、地域生活バス及び乗
合タクシーは、今後も継続して利
用促進活動に努め、現在のサービ
ス水準の維持及び利用者を確保す
る。

22
クリーンエネルギー自
動車が利用しやすいイ
ンフラを整備します。

電気自動車・プラグインハイブリッド
自動車等の利用を促進するため、イン
フラの整備について検討します。

環境課 環境創造Ｇ

市域における電気スタンドの増設を目指し、国の
補助制度に対する方針変更に基づく県のビジョン
を基に、CEV補助金、充電インフラ補助金等を
ホームページ等でＰＲすることで電気自動車等の
普及促進を図った。

電気自動車を普及させるための
資金確保と充電施設の充実が不
十分である。

ホームページ等で情報発信を継続
することで、民間の活力により設
置を増加させていく。

省エネ行動取り組みの
情報提供をします。

事業者の省エネ行
動・省資源活動で
CO2を削減しま
す。

道路交通の網の整
備や公共交通機関
の効果的な運行を
行い、CO2を削減
します。

事業者の省エネ行
動・省資源活動で
CO2を削減しま
す。

省エネ行動の取り組み
を支援します。

3



管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

23

道路交通の網の整
備や公共交通機関
の効果的な運行を
行い、CO2を削減
します。

自動車等の使用を抑制
します。

市イベント等で自転車・徒歩利用や
パークアンドライドをを呼びかけま
す。

環境課 環境創造Ｇ

各課に向けてイベント等での自転車・徒歩利用の
推進依頼を行った。
【平成３１年度実績】
回答依頼グループ４７Ｇ（保育所、幼稚園は各１
Ｇと見なす）
該当なし　３１Ｇ
該当あり　１６Ｇ
内訳：対象イベント等件数　３５件
　　　内、次年度対応予定件数　５件
　　　自転車、徒歩の利用促進　　２３件
　　　パークアンドライドの利用　１７件

一部の部局において、パークア
ンドライドや、乗り合わせ、自
転車徒歩の依頼に対する認識が
甘い。

本依頼の趣旨を各部局に理解して
いただき、状況に合わせて適切な
対応をいただけるよう依頼を継続
する。

4



２、新エネルギー・再生可能エネルギーの導入

管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

24
太陽光発電の普及のために､効果的な普
及方法を検討します。

環境課 環境創造Ｇ

環境活動ポイント制度（AKP）において、太陽光
発電施設の設置（10ｋＷ未満）についてはポイン
ト還元をするようにした。
また、太陽光発電の普及のために､効果的な普及
方法を検討した。

太陽光発電施設を普及させるた
めの資金確保が困難である。

亀山市地球温暖化防止対策実行計
画【区域施策編】の改定にあわせ
て、太陽光発電施設の更なる普及
の必要性を上げていく。

25
太陽光発電など自然エネルギーの新規
の公共施設への導入を進めます。

都市整備課 住まい推進Ｇ

実績なし 太陽光発電が設置可能な大規模
施設の新築・改修が少ない。

施設の新築や改修の際には、必要
に応じて技術指導を行う。

26
小水力発電の研究を行い、有効活用に
つい検討します。

環境課 環境創造Ｇ

県の説明会等で収集した情報を市ホームページ等
を利用して、小水力を含めた再生可能エネルギー
の普及促進するため補助金情報などをＰＲした。

Ｈ29年度小水力発電の相談を受
け、調整を行ったものの、水量
の安定性や資金に問題があり、
小水力発電の難しさを思い知っ
た。

有効利用を望む団体等に情報提供
を可能な限り行い、マッチッグを
模索する。

27
木質バイオマスの新エネルギーとして
の有効活用を検討します。

産業振興課 森林林業Ｇ

木質バイオマスは、太陽光や風力のように天候に
左右されず安定した再生可能エネルギーとして有
効である。このことから市内の林業事業体に対
し、補助金を交付し、林地残材の有効活用を促進
した。

林地残材は、再生可能エネル
ギーとして利用することは有効
であるが、国・県の造林補助金
が年々減少するなど、利用間伐
自体が進まない状況であり供給
が難しい状況である。

利用間伐推進のための安定した財
源確保を国・県に対し要望すると
ともに、市として引き続き林業生
産活動を支援していく必要があ
る。
また、「森林経営管理事業」によ
り、整備が行き届いていない森林
の整備が始まり、対象森林におい
ても、可能な限り利用間伐を実施
するよう検討する。

28
廃食油を売却しリサイクル（BDF化）に
取り組みます。

環境課 廃棄物対策Ｇ

総合環境センターのほか、市内小学校・保育園単
位での廃食油回収活動により4,690kgを回収し
た。

廃食油のリサイクル実施が市民
に十分周知されているとは言え
ない

ごみカレンダーなどで廃食油リサ
イクルの周知を継続する。

29
クリーンエネルギー自
動車の普及率を高めま
す。

電気自動車・プラグインハイブリッド
自動車等の利用を促進するため、イン
フラの整備について検討します。

環境課 環境創造Ｇ

市域における電気スタンドの増設を目指し、国の
補助制度に対する方針変更に基づく県のビジョン
を基に、CEV補助金、充電インフラ補助金等をＨ
Ｐ等でＰＲすることで電気自動車等の普及促進を
図った。

電気自動車を普及させるための
資金確保と充電施設の充実が不
十分である。

ホームページ等で情報発信を継続
することで、民間の活力により設
置を増加させていく。

30

新エネルギー・再生可
能エネルギーの情報提
供及び支援を行いま
す。

意識啓発の推進及び新エネ・再生エネ
の普及に向けた情報提供を行います。

環境課 環境創造Ｇ

市民に対しては、市ホームページや広報等でＡＫ
Ｐ事業をからめて、新エネルギーの導入の必要性
を啓発した。
事業者に対しては、市ホームページで新エネル
ギー関連の補助金等の情報を掲載し、利用促進を
図った。

随時、最新の情報を発信する必
要がある。

再生可能エネルギーの普及に向け
た情報提供を継続的に行う。

新エネルギー・再
生可能エネルギー
の導入を促進して
CO2を削減しま

す。

太陽光発電の導入を促
進します。

地域資源として存在す
る再生可能エネルギー
に関して調査・研究
し、利用に向けて検討
します。

5



３、森林・緑化の推進（吸収源対策）

管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

31
森林環境創造事業で森林環境保全を推
進します。

産業振興課
環境課

森林林業Ｇ
環境創造Ｇ

森林の持つ公益的機能の維持・発揮を図るため、
森林環境創造事業等国・県の補助金を活用し、環
境林に位置付けられた森林の間伐に取り組んだ。
しかし、国・県の補助金が見込みより少なかった
ことから目標を達成することができなかった。
目標値：100ha
実績値：80.00ha
　森林環境創造事業等：80.00ha
　
また、鈴鹿川等源流域の自然環境等を守り、継承
することを目的として、「亀山市鈴鹿川等源流域
の自然環境と歴史的資源を守り継ぐ条例」を制定
し、施行した。

国・県の補助金が年々減少し、
環境林の間伐が進まない状況に
ある。
また、環境林の整備に必要な環
境林整備計画の認定区域は13地
区793.54haと市内の環境林約
6,000haの約13％に留まってお
り、森林の持つ公益的機能を維
持・発揮させるには認定区域を
拡大させる必要があるが区域の
拡大が進んでいない。

木材価格の低迷や不在地主の増
加、境界が不明瞭など森林所有者
の森林整備に対する意識、関心が
失われている。このような中、環
境林整備計画の認定区域を拡大す
るため、引き続き認定林業事業体
と連携を密にし、市広報や集落座
談会を通じて森林所有者の賛同を
求める活動を行う。また、財源を
確保するため、引き続き国・県に
対し要望を行う。

32
利用間伐補助制度等により林業事業体
への素材生産活動を支援します。

産業振興課 森林林業Ｇ

3林業事業体に対し、利用間伐に係る国・県の造
林補助金に上乗せして補助金を交付し、森林所有
者の負担軽減に寄与した。
また、林業事業体が造林補助金を受けるために必
要な森林経営計画の作成に対し、国・県の補助金
に上乗せして補助金を交付し、作成に寄与した。
・施業実施事業体数：3事業体
　利用間伐面積：47.94ha
・森林経営計画認定申請(変更)件数：４件
　森林経営計画認定面積：101.08ha

生産林に位置付けられた森林所
有者の森林整備に対する意識は
低く、また不在地主も多く境界
が不明瞭な森林も多いことから
施業の集約化・団地化が進まな
い状況にある。

林業事業体の施業の集約化・団地
化が進むよう、林業事業体と連携
し、市広報や組合広報等を通じて
森林所有者の意識啓発に努める。
また、「森林経営管理事業」を軸
に境界が不明瞭な、整備が遅れて
いる森林についても施業の集約
化・団地化を可能な限り進め、利
用間伐の促進を図る。

33
三重県に働きかけ、保安林間伐を推進
します。

産業振興課 森林林業Ｇ

三重県に対し、保安林間伐の働きかけを行ない、
保安林改良事業２箇所（滝谷、西暮）18.13ha、
災害緩衝林整備事業２箇所（奥ノ井出、柚ノ木）
5.13haの間伐が実施された。

三重県の保安林間伐の実施面積
は年々減少傾向にあり、市内の
保安林間伐が進んでいない。

引き続き、市長会三重県森林協会
を通じて、予算確保及び間伐の要
望を行っていく。

34
林業事業体に対する経営手法や現場作
業者の技術の習得を促進します。

産業振興課 森林林業Ｇ

三重県森林協会や三重県林業技術普及センター、
みえ森林・林業アカデミーを活用し、林業事業体
に参加を呼び掛け、人材育成に努めた。

　みえ森林・林業アカデミー市町職員講座
　　１名参加

高性能林業機械による生産性の
向上、コストの低減に加え、新
たな視点や経営感覚を持ったプ
ランナーやオペレーターの育成
が必要である。

引き続き、三重県森林協会や三重
県林業技術普及センター、みえ森
林・林業アカデミーを活用し、林
業事業体に参加を呼び掛け、人材
育成に努める。
また、アカデミー市町職員向け講
座の参加については、森林林業G
のみならず、全庁的に募集を行
う。

35
エコツーリズムを推進するため、情報
発信やツアー、イベント等を行いま
す。

地域観光課 観光交流Ｇ

亀山7座選定及びHPへの掲載　実施済
「亀山7座ﾄﾚｲﾙ」活用ﾈｯﾄﾜｰｸへの参画
登山道整備の実施　２回
イベントへの参加　２回

7座の選定や広報は実施したも
のの、安心・安全な登山道整備
及び登山ﾙｰﾄ紹介に相当の時間
を要する。

活用ﾈｯﾄﾜｰｸと協働し、継続した登
山道整備を実施する。また、登山
ﾙｰﾄﾏｯﾌﾟの作成を行う。

36
官民協働で公園、緑地、道路の美化を
すすめます。

土木課 施設保全Ｇ

公園、緑地での枯れ木の伐採や除草を行い、美化
ボランティアで、道路・公園の緑化を推進した。
活動団体数　道路：13団体　公園：18団体

活動団体が少なく、事業の規模
が小さい。

PR活動を増やし、より市民に浸透
させ、道路美化、公園緑地の緑化
を推進する。

37
工場､店舗、アパートなどの開発行為の
際に植樹の協力を呼びかけます。

環境課 環境創造Ｇ

緑地の設置と植樹について開発行為の際に協議経
過書において協力依頼した。

緑地の設置及び植樹への協力粘
り強くお願いしたものの、理解
を得られない場合があった。ま
た、既に開発された土地を改変
する場合には、現状を維持する
のだから問題ないのではとの意
見も寄せられた。

設置の趣旨を丁寧に説明し、粘り
強く協力を求めていくとともに、
現状維持ではなくより良い状態を
目指していただきたい旨をご理解
いただくよう努める。

森林整備・緑化の
推進でCO2を吸収
します。

亀山市森林整備計画に
基づき､森林整備を計
画的に推進します。

緑あふれる美しいまち
づくりを推進します。

6



４、環境教育の推進

管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

38

講座や講演会等の開催
により、誰もが環境や
温暖化防止について学
べる機会を提供する。

亀山市総合環境研究センター主催の
「亀山市民大学キラリ」への参加を促
進します。

環境課 環境創造Ｇ

亀山市民大学キラリについては生涯学習面からの
再構築を行うこととしたため、令和元年度は亀山
市民大学キラリの講座は行わず、亀山市総合環境
研究センターによる環境講演会開催した。

センターは令和元年度で廃止と
なるため、今後の環境等につい
て学べる機会の場の提供につい
て検討が必要である。

センターは廃止となるが、企業と
の連携による環境出前講座の継続
等について検討する。

39
中央公民館による公民館講座に、環境
をテーマとした講座メニューを開設
し、開講します。

生涯学習課 社会教育Ｇ

公民館講座
17講座　345人
【講座内容】
地球温暖化・タイルクラフト・押花カレンダー・
押花アート・野草と薬草・寄せ植え・野菜の気持
ち

かめやま人キャンパス
森と水の守り人養成講座（全6回・63人）

かめやま人キャンパスの森と水
の守り人養成講座において、受
講後の地域での活躍につなげる
ため、市の関係部署と連携する
必要がある。

かめやま人キャンパスの森と水の
守り人養成講座において、環境創
造Ｇとの連携講座を実施する。
公民館講座では、引き続き地域
ニーズに合った、環境に関する出
前講座を実施する。

40
亀山里山公園「みちくさ」を利用した
イベント等を開催します。

環境課 環境創造Ｇ

里山公園にて環境イベントを実施した。
○春のイベント（５月１９日）
　約５００人来園　協働団体９団体
　地球温暖化クイズ・温暖化スタンプラリー
  約１４５人参加
○ザリガニつり大会（８月１８日）
　約２５０人来園　協働団体なし
　参加者に対し、ウチダザリガニを使用した料理
をふるまい、外来種問題を別の視点から考えても
らった。

イベントにお越しいただいた方
に、環境に関する情報や里山の
機能・重要性をわかりやすく発
信できるよう、イベント内容の
充実を図っていく必要がある。

来園者のニーズを把握しつつ、里
山の機能・重要性と地球温暖化防
止の内容を組み合わせるなど、イ
ベント内容の充実を図っていく。

41
亀山森林公園「やまびこ」を利用した
イベントや部会活動を開催します。

産業振興課 森林林業Ｇ

亀山森林公園において、イベントを通じた市民に
森林や木材に触れ合う機会を提供した。また、自
然公園の更なる有効活用のために、地元まちづく
り協議会や市民団体が主体となったイベントを開
催した。
　〇鈴鹿川等源流の森林づくり協議会
　　主催イベント
　　　１回（8月11日）：２００名参加
　〇市主催イベント（もりの木こり講座）
　　　１回（10月5日）　４名受講
　〇グループ活動回数
　　　４回　延べ２５名参加

鈴鹿川等源流の森林づくり協議
会主催のイベントを森林公園で
実施したことにより、市主催以
外のイベント開催のきっかけを
創出できたが、今後も地元まち
づくり協議会や市民団体が主体
となったイベントの開催を促進
することが必要である。

「鈴鹿川等源流の森林づくり協議
会」を中心に、亀山森林公園にお
いて、引き続きイベントを通じた
市民に森林や木材に触れ合う機会
を提供する。また、自然公園の更
なる有効活用のために、地元まち
づくり協議会や市民団体が主体と
なったイベントの開催を働きかけ
る。

身近な自然を活用した
体験学習や自然観察会
などを促進します。

亀山の自然に学び
未来につなぐ環境
教育の推進をしま
す。
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管理
番号

対策 施策 重点実施項目 担当課
担当

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
令和元年度実績

（可能な限り数値的な実績も記入ください）
課題点 次年度の対応策

42

亀山の自然に学び
未来につなぐ環境
教育の推進をしま
す。

身近な自然を活用した
体験学習や自然観察会
などを促進します。

市民や事業所職員・市が協働して森林
の整備を行います。

産業振興課 森林林業Ｇ

令和元年6月に鈴鹿川等源流の森林づくり協議会
総会が開催され、5年間の構想及び元年度事業計
画を承認された。
また、事業計画に基づき、会員企業や市民参加型
の森林整備の啓発や木材に触れていただくイベン
トを開催した。

【主催イベント】
〇8月11日（日）
　サマーフォレストinやまびこ
　　参加者：200名　　 協力：1社・３団体
〇10月27日（日）
　鈴鹿峠の歴史と自然を感じてみよう
　　参加者：55名　　  協力：１団体
〇12月14日（土）
　親子で野登地区の魅力を感じてみよう
　　参加者：18組50名　協力：1団体

【応援イベント】
〇11月9日（土）
　勤労者ファミリーフェスタ　ブース出展
　主催：勤労者地域づくり等参画支援事業実行委
員会
　応援人数：事務局3名
　ブース来場者：150名

より多くの会員・市民に源流域
が育む森林を感じ、次世代へ継
承していく意識を醸成できるよ
うな、イベントの開催及び情報
発信が必要となる。

令和2年度総会にて承認いただい
た事業計画に基づき、事務局とし
て、より多くの方の参加、より多
くの方への情報発信を目指して事
業展開を行っていく。

43
「環境デー」を設け、小学校・幼稚
園・保育園において環境学習・啓発・
奉仕等体験活動を実施します。

学校教育課 教育支援Ｇ

６月５日の「学校環境デー」を中心として、全小
中学校、幼稚園において廃材を利用した工作や校
区の清掃、栽培活動等を通して環境教育に取り組
んだ。　１００％

年間を見通して、計画的に科環
境教育に取り組むことが必要で
ある。

年度当初の早い段階から各校、園
で年間計画を立てるようにする。

44
市民や児童の木材に対する親しみや木
の文化への理解を深め、森林が持つ機
能の重要性を伝えます。

産業振興課 森林林業Ｇ

木の良さや木材の利用を市民や特に子どもたちに
伝えるため、森林・木材関係団体と連携し森林と
木材と触れ合うイベントを開催するとともに、市
内幼稚園・保育園計２園において木育教室を開催
した。
　〇開催回数：２回

材木置場や製材工場を見学するツアーを実施し、
木材流通を身近に感じてもらった。見学後、木工
教室を実施し、参加者に木材を身近に感じていた
だいた。
　参加者：８組　１６名

今年度から活動を行っている鈴鹿川等源流の森林
づくり協議会イベントにて地域産材に触れていた
だくブース展開を実施した。
　〇開催回数：２回　参加人数：３５０名

市民に木の良さや木材の利用を
伝えるためには、イベントのみ
の普及では一部の者に限られる
ため、広く市民に普及する施策
が必要である。

森林・木材関係団体と連携し、木
の良さや木材利用を促進するた
め、市民に森林と木材と触れ合う
機会を提供するとともに、市広報
や市ホームページへの掲載による
啓発や広く市民に普及するような
新たな啓発活動をさらに検討す
る。
また、鈴鹿川等源流の森林づくり
協議会の取り組みを通じて、より
多くの市民・事業者への啓発活動
を検討する。

45

地球規模の環境問題に
関する情報提供に努
め、地球環境の悪化を
防止する意識の向上を
図ります。

地球規模の環境問題に関する情報や、
海外における先進的取組を広報やホー
ムページ、イベント等で紹介し、啓発
につなげます。

環境課 環境創造Ｇ

出前トークや里山でのイベントでクイズ等で地球
温暖化の現状について紹介し、意識醸成を図っ
た。

地球規模で起こる環境問題に対
して、自分の問題として捉えて
もらうことは難しい。

刻々と変化する国際的な取り組み
を理解してもらえるよう、身近な
ものを題材等に取り上げ、解り易
い発信を継続していく。

環境に関する学習、啓
発、奉仕体験活動を実
施します。亀山の自然に学び

未来につなぐ環境
教育の推進をしま
す。

8


